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(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 411,484,452 455,645,781 △ 44,161,329

未収金 7,743,067 8,930,540 △ 1,187,473

前払金 452,131 559,395 △ 107,264

流動資産合計 419,679,650 465,135,716 △ 45,456,066

 2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産 46,000,000 46,000,000 0

基本財産合計 46,000,000 46,000,000 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産 79,446,964 66,534,546 12,912,418

記録保管引当資産 29,169,610 30,726,825 △ 1,557,215

システム更新引当資産 5,150,000 51,122,500 △ 45,972,500

特定費用準備資金

普及奨励助成積立資産 166,750 501,393 △ 334,643

ICRP調査研究積立資産 5,299,899 5,038,454 261,445

減価償却引当資産 4,881,375 4,001,108 880,267

特定資産合計 124,114,598 157,924,826 △ 33,810,228

(3) その他固定資産

什器備品 41,358,241 24,399,297 16,958,944

設備 2,114,361 2,891,483 △ 777,122

ソフトウェア 83,609,035 15,265,749 68,343,286

保証金・敷金 31,203,500 31,203,500 0

電話加入権 766,000 766,000 0

リース資産 121,537,229 141,345,545 △ 19,808,316

その他固定資産合計 280,588,366 215,871,574 64,716,792

固定資産合計 450,702,964 419,796,400 30,906,564

資産合計 870,382,614 884,932,116 △ 14,549,502

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

未払金 24,471,422 41,169,099 △ 16,697,677

預り金 58,394,049 76,915,449 △ 18,521,400

流動負債合計 82,865,471 118,084,548 △ 35,219,077

 2. 固定負債

退職給付引当金 79,446,964 66,534,546 12,912,418

記録保管引当金 29,169,610 30,726,825 △ 1,557,215

長期未払金 121,537,229 141,345,545 △ 19,808,316

固定負債合計 230,153,803 238,606,916 △ 8,453,113

負債合計 313,019,274 356,691,464 △ 43,672,190

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 0

普及奨励助成積立資産 166,750 501,393 △ 334,643

ICRP調査研究積立資産 5,299,899 5,038,454 261,445

指定正味財産合計 11,466,649 11,539,847 △ 73,198

(うち基本財産への充当額) (6,000,000) (6,000,000) (0)

(うち特定資産への充当額) (5,466,649) (5,539,847) (△ 73,198)

 2. 一般正味財産 545,896,691 516,700,805 29,195,886

(うち基本財産への充当額) (40,000,000) (40,000,000) (0)

(うち特定資産への充当額) (10,031,375) (55,123,608) (△ 45,092,233)

正味財産合計 557,363,340 528,240,652 29,122,688

負債及び正味財産合計 870,382,614 884,932,116 △ 14,549,502

貸　借　対　照　表
令和 7年 3月31日現在

科目 当年度 前年度 増減
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公１ 放射線影響に関する知識の普及・啓発及び研究活動への奨励・助成
公２ 放射線影響に関する調査研究
公３ 放射線の防護及び利用に関する調査研究
公４ 放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に関する情報の収集、登録及び管理

Ⅰ　資産の部
 1. 流動資産

現金預金 19,900 21,216,311 89,972,967 31,409 111,240,587 300,243,865 411,484,452

未収金 7,743,067 7,743,067 7,743,067
前払金 452,131 452,131 452,131
他会計短期貸付金 770 550 1,320 48,891,921 △ 48,893,241 0

流動資産合計 19,900 21,668,442 97,716,804 31,959 119,437,105 349,135,786 △ 48,893,241 419,679,650
 2. 固定資産

(1) 基本財産
基本財産 46,000,000 46,000,000 46,000,000

基本財産合計 46,000,000 46,000,000 46,000,000
(2) 特定資産

退職給付引当資産 128,615 5,624,333 58,304 28,262,113 34,073,365 45,373,599 79,446,964
記録保管引当資産 29,169,610 29,169,610 29,169,610
システム更新引当資産 5,150,000 5,150,000 5,150,000
特定費用準備資金
普及奨励助成積立資産 166,750 166,750 166,750
ICRP調査研究積立資産 5,299,899 5,299,899 5,299,899
減価償却引当資産 4,881,375 4,881,375 4,881,375

特定資産合計 295,365 5,624,333 5,358,203 62,581,723 4,881,375 78,740,999 45,373,599 124,114,598
(3) その他固定資産

什器備品 1 41,287,260 70,980 41,358,241 41,358,241
設備 1,664,414 449,947 2,114,361 2,114,361
ソフトウェア 83,609,035 83,609,035 83,609,035
保証金・敷金 31,203,500 31,203,500 31,203,500
電話加入権 766,000 766,000 766,000
リース資産 119,885,038 119,885,038 1,652,191 121,537,229

その他固定資産合計 1 246,445,747 32,490,427 278,936,175 1,652,191 280,588,366
固定資産合計 295,365 5,624,333 5,358,204 309,027,470 83,371,802 403,677,174 47,025,790 450,702,964
資産合計 315,265 27,292,775 5,358,204 406,744,274 83,403,761 523,114,279 396,161,576 △ 48,893,241 870,382,614

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債
未払金 3,350,073 9,041,293 12,391,366 12,080,056 24,471,422
預り金 19,900 3,223,600 55,002,059 58,245,559 148,490 58,394,049
他会計短期借入金 15,205,916 13,643,093 28,849,009 20,044,232 △ 48,893,241 0

流動負債合計 19,900 21,779,589 77,686,445 99,485,934 32,272,778 △ 48,893,241 82,865,471
 2. 固定負債

退職給付引当金 128,615 5,624,333 58,304 28,262,113 34,073,365 45,373,599 79,446,964
記録保管引当金 29,169,610 29,169,610 29,169,610
長期未払金 119,885,038 119,885,038 1,652,191 121,537,229

固定負債合計 128,615 5,624,333 58,304 177,316,761 183,128,013 47,025,790 230,153,803
負債合計 148,515 27,403,922 58,304 255,003,206 282,613,947 79,298,568 △ 48,893,241 313,019,274

Ⅲ　正味財産の部
 1. 指定正味財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 6,000,000
普及奨励助成積立資産 166,750 166,750 166,750
ICRP調査研究積立資産 5,299,899 5,299,899 5,299,899

指定正味財産合計 166,750 5,299,899 6,000,000 11,466,649 11,466,649
(うち基本財産への充当額) (6,000,000) (6,000,000) (6,000,000)
(うち特定資産への充当額) (166,750) (5,299,899) (5,466,649) (5,466,649)

 2. 一般正味財産 △ 111,147 1 151,741,068 77,403,761 229,033,683 316,863,008 545,896,691
(うち基本財産への充当額) (40,000,000) (40,000,000) (40,000,000)
(うち特定資産への充当額) (5,150,000) (4,881,375) (10,031,375) (10,031,375)
正味財産合計 166,750 △ 111,147 5,299,900 151,741,068 83,403,761 240,500,332 316,863,008 557,363,340
負債及び正味財産合計 315,265 27,292,775 5,358,204 406,744,274 83,403,761 523,114,279 396,161,576 △ 48,893,241 870,382,614

法人会計 内部取引等消去 合計

貸　借　対　照　表　内　訳　表
令和7年 3月31日現在

科目 公１事業 公２事業 公３事業 公４事業 公益共通 小計
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(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 84,773,187 887,588 4,312,192 89,972,967

未収金 7,588,000 155,067 7,743,067

他会計短期貸付金 770 770

流動資産合計 84,773,957 8,475,588 4,467,259 97,716,804

 2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産合計

(2) 特定資産

退職給付引当資産 19,881,959 7,667,905 712,249 28,262,113

記録保管引当資産 2,955,133 26,214,477 29,169,610

システム更新引当資産 5,150,000 5,150,000

特定費用準備資金

特定資産合計 19,881,959 10,623,038 32,076,726 62,581,723

(3) その他固定資産

什器備品 7,670,216 24,612,295 9,004,749 41,287,260

設備 423,684 946,902 293,828 1,664,414

ソフトウェア 71,456,000 12,153,035 83,609,035

リース資産 118,767,056 848,124 269,858 119,885,038

その他固定資産合計 126,860,956 97,863,321 21,721,470 246,445,747

固定資産合計 146,742,915 108,486,359 53,798,196 309,027,470

資産合計 231,516,872 116,961,947 58,265,455 406,744,274

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

未払金 5,423,103 2,082,709 1,535,481 9,041,293

預り金 55,002,059 55,002,059

他会計短期借入金 12,238,395 1,000,000 404,698 13,643,093

流動負債合計 72,663,557 3,082,709 1,940,179 77,686,445

 2. 固定負債

退職給付引当金 19,881,959 7,667,905 712,249 28,262,113

記録保管引当金 2,955,133 26,214,477 29,169,610

長期未払金 118,767,056 848,124 269,858 119,885,038

固定負債合計 138,649,015 11,471,162 27,196,584 177,316,761

負債合計 211,312,572 14,553,871 29,136,763 255,003,206

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

 2. 一般正味財産 20,204,300 102,408,076 29,128,692 151,741,068

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額) (5,150,000) (5,150,000)

正味財産合計 20,204,300 102,408,076 29,128,692 151,741,068

負債及び正味財産合計 231,516,872 116,961,947 58,265,455 406,744,274

公 ４ 事 業　貸 借 対 照 表 内 訳 表
令和　7年 3月31日現在

科目 原子力 除染等 RI等 合計内部取引等消去
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	Ⅰ　放射線影響に関する知識の普及・啓発及び
	研究活動への奨励・助成
	１.　放射線影響に係る知識の普及・啓発
	(1) 協会の総合機関誌｢放影協ニュース｣を4回発行した（4月号、7月号、10月号、1月号）。
	(2) 協会の業務の紹介及び放射線関連情報の発信を図るため、ホームページの充実に努めた。
	(3) 国内で開催された放射線影響関連行事に参加し、情報交換並びに知識の普及啓発に努めた。

	２.　研究奨励助成金の交付
	３.　顕著な成績をあげた研究者等の顕彰
	(1) 放射線影響研究功績賞
	本賞は、協会の松平元理事長からの寄付金等を基に平成12年度（2000）に創設したものであり、放射線影響、放射線の医学利用の基礎並びに放射線による障害の防止など放射線科学研究の分野において、顕著な業績をあげた者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等により構成される本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和6年度（2024）は、次表のとおり1名を顕彰し、平成12年度（2000）からの顕彰累計は23名となった。
	(2) 放射線影響研究奨励賞
	本賞は平成18年度（2006）に創設されたものであり、放射線影響研究功績賞と同様に放射線科学研究の分野において活発な研究活動を行い、将来性のある若手研究者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等により構成される本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和6年度（2024）は、次表のとおり計2名を顕彰し、平成18年度（2006）からの顕彰累計は37名となった。

	４.　国際研究集会参加等のための助成金の交付

	Ⅱ　放射線影響に関する調査研究
	１．調査対象者に関する情報の更新等業務
	(1) 調査対象者の被ばく線量に関する情報の更新
	(2) 調査対象者の生死に関する情報の更新
	(3) 調査対象者の死因情報の継続利用に関する手続き

	２．がん罹患情報の取得
	４．本事業の理解促進活動
	(1) 国内の主要な学会などへの参加
	(2) 文献調査

	５．委員会活動

	（契約に関する合意書締結日　令和6年12月2日）
	（契約額　2,607,000円）
	Ⅲ　放射線の防護及び利用に関する調査研究
	１．ICRPについて
	(1) ICRPの委員会構成
	国際放射線防護委員会は、主委員会と5つの専門委員会から構成されていたが、平成29年度（2017）に改組され主委員会と4つの専門委員会となった。それぞれの委員会の役割は次のとおりである。
	(2)　我が国からのICRP委員
	我が国は主委員会と専門委員会の全てに委員として参加している。令和6年度（2024）における我が国のICRP委員は次のとおりである。

	２．ICRP会合参加状況
	３．ICRP調査・研究連絡会の活動状況について
	(1) 放影協開催講座（ICRPセミナー）の開催
	一般市民を含むICRPに関心を有する方々に広くICRP や放射線防護に関する情報を提供するとの観点から、「放影協開催講座（ICRPセミナー）」を以下のとおり開催した。
	(2) 放影協開催講座（ICRP特別セミナー）の開催
	(3）ICRP調査・研究連絡委員会の活動
	(3）-2　ICRPの活動報告
	1) ICRP調査・研究連絡委員会の開催

	４．報告書の作成
	５．ICRP調査・研究連絡会の運営

	Ⅳ　放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に
	関する情報の収集、登録及び管理
	１.　経常業務
	(1) 原子力登録管理制度に係る業務
	原子力事業者等から被ばく線量登録管理に関する各種登録申請を受付け、また、放射線業務従事者（以下「従事者」という。）の指定を解除した者の被ばく線量に係る放射線管理記録の引渡しを受け、これらを処理するとともに、さらに被ばく線量記録等の登録保管内容の照会に対する回答業務を行った。
	その登録等の概況は、第1表のとおりである。
	（注）従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録の件数は、除染等業務従事者等のための登録を含む。
	①　従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録
	（原子力及び除染登録管理制度共通）
	②　原子力事業所における従事者指定の登録
	③　定期線量（年度線量）の登録
	④　従事者指定の解除及び原子炉等規制法に係る放射線管理記録の保存
	（国の指定を受けた放射線管理記録保存業務）
	⑤　従事者の被ばく線量記録に係る経歴照会に対する回答
	(2) 除染登録管理制度に係る業務
	除染登録管理制度は、当協会が運用主体となり、除染特別地域及び汚染状況重点調査地域で実施されている除染等業務、特定線量下業務及び事故由来廃棄物等処分業務を行う事業者が参加している。
	令和6年度（2024）は、除染等業務従事者に関する各種登録申請を受け付け、必要な処理を行った。事業者の制度参加及び登録等の概況は、以下のとおりである。なお、中央登録番号取得のための従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録は、原子力登録管理制度と共通であり、両制度における合計件数は第1表に示した。
	除染登録管理制度への事業者の参加状況を第3表に、各種登録等の状況を第4表に示す。
	① 事業場登録及び工事件名登録
	② 定期線量（四半期線量）の登録
	③ 除染電離則等に係る放射線管理記録、健康診断記録の保存
	（国の指定を受けた放射線管理記録保存業務）
	(3)　RI登録管理制度に係る業務
	(4) 国の指定を受けた放射線管理記録保存業務
	（注）原子力、RI両登録管理制度の従事者で、平成15年度（2003）に原子力登録管理制度に引渡された11,009件の記録を含む（第1表にも計上）。
	第8表　記録引渡しの内訳
	（単位：件）
	（注）複数の法令に基づく引渡し記録が含まれるため、各欄の合計が引渡し合計とはならない。
	② 従事者本人等からの記録の開示請求に対する対応
	(5) 国が実施または国が関与する放射線疫学調査に対する登録情報の提供
	令和6年度（2024）は、国が実施または国が関与する放射線疫学調査として、以下について登録データの提供を行った。
	・「低線量放射線による人体への影響に関する疫学的調査」

	２.　被ばく線量登録管理業務を安全・適切に実施するための業務
	(1) 登録管理システムのリプレース
	(2) 放射線管理記録の新たなアーカイブ方式の検討
	(3) 原子力業務従事者被ばく線量登録管理制度推進協議会の開催
	① 　令和5年度（2023）事業報告及び決算報告について
	② 　令和5年度（2023）線量統計資料について
	③ 　記録保管のデジタルアーカイブ化について
	④ 　放射線管理手帳自動記帳機の仕様変更について
	⑤ 　その他
	① 　令和7年度（2025）事業計画及び収支予算について
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